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研究成果の概要（和文）：1990年代の電力・ガス自由化以降の大規模エネルギー企業を対象に、イノベーション
創出への取り組みと成果を再定義した上で生産効率性評価手法を提案し、実証分析を行った。大手エネルギー企
業が、研究開発投資や合併等を通じて新エネルギー・環境技術やデジタル技術などを獲得する多面的なイノベー
ション創出活動を踏まえ、それらを取り入れた生産効率性計測手法の開発と影響分析を行った。また各種公開文
書等から得られる企業の社会的責任や環境への取り組み度合い、環境関連国際イニシアチブへの参加状況などの
情報から、テキスト分析等を用いて主要要素を抽出し、経営効率性との関係を時間変化と事業者間差異の両面か
ら分析し評価した。

研究成果の概要（英文）：We proposed a production efficiency evaluation method for large energy 
companies after the deregulation of electricity and gas in the 1990s through redefining their 
innovation creation efforts and achievements, and conducted empirical analyses. Based on the 
multifaceted innovation creation activities of major energy companies, which acquire new energy, 
environmental, and digital technologies through R&D investments and mergers, we developed a 
production efficiency measurement method that incorporates these innovation factors and analyzed 
their impacts on efficiencies. We also extracted key factors from information on corporate social 
responsibility, the degree of environmental protection efforts, and participation in 
environment-related international initiatives obtained from various public documents and analyzed 
the relationship with managerial efficiency in terms of both changes over time and differences among
 companies.

研究分野：エネルギー経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、大手エネルギー企業の研究開発投資や特許の取得、合併等によるイノベーション創出活
動を定量化し、それら要素を取り入れた生産効率性の計測について、データ包絡分析法（DEA）によるモデルを
新たに提示し、実証分析を行うことで手法としての実用性を示したことにある。
本研究の社会的意義は、各種公開文書やデータベースから取得した企業の社会的責任（CSR）や環境保護への取
り組み度合い、環境関連国際イニシアチブへの参加状況等を、統計的手法やテキスト分析の応用により多様に解
析し、企業の経営効率性と社会的に望ましい環境配慮活動やイノベーション創出活動の関係を実証分析によって
検証したことにある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 

1990年代以降、電力およびガス企業を対象とした規制緩和が世界的に進展した。我が国でも
2016 年と 2017 年に電気とガスそれぞれの小売全面自由化が開始されるなど、一連の政策が実
施された。規制緩和の目的の 1つは、企業経営の自律性を高め、競争による効率化や技術進歩を
促すことである。エネルギー企業は電力やガスなど社会の基盤となるサービスを提供しており、
環境に配慮した新エネルギーの開発と普及、デジタル技術を用いたスマートグリッドや電力取
引システムの構築、新たな顧客サービスの提供などが期待されている。環境規制と企業のイノベ
ーション創出については、従来からポーター仮説などにより、適切な規制は企業のイノベーショ
ンを誘発し生産性を向上させると指摘されてきた。我が国に先駆け電力やガスの規制緩和を実
施した欧米では、競争に対応するため企業間の合従連衡が進み、大規模な産業構造変革の下、環
境配慮や気候変動対策とともに、収益性向上や効率化が進められてきた。このことは、規制緩和
によってイノベーションが促進され、企業の生産性や経営効率性の改善が促された事例と考え
られる。一方でこれまでのところ、エネルギー企業におけるイノベーション創出と経営効率性の
関係を実証的に分析した研究はほとんど見られない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、規制緩和後の電力およびガス企業のイノベーション創出への取り組み（イン
プット）と成果（アウトプット）を再定義することで経営効率性の評価手法を提案し、実証分析
によって手法の実用性を確認するとともに、得られた結果から経営効率性とイノベーション創
出活動、環境配慮経営との関係を考察することである。そのために以下の 3 つの項目を実施し
た。（1）企業のイノベーション創出活動や環境配慮経営に関する定量データとともに定性情報を
取得・整理し、それらを生産要素として取り入れた新たな経営効率性評価手法を構築する。（2）
当該評価手法を複数期間の分析に応用可能な手法へと拡張する。（3）国内外の主要エネルギー企
業の分析を通じて提案した手法の実用性を確認するとともに、環境配慮経営やイノベーション
創出活動と経営効率性の関係を実証的に検証する。 
 
３．研究の方法 
効率性評価手法としてデータ包絡分析法（data envelopment analysis: DEA）の応用モデル
を提案した。DEAは企業などの意思決定主体を対象に、複数の投入要素と生産物を同時に考慮
することが可能な総合的効率性評価手法である。近年では世界的な関心の増加に伴い環境やエ
ネルギーなどさまざまな分析対象や研究課題に応用され、基盤を成す数理モデルの開発・拡張や
応用研究が行われている。本研究課題では、（1）エネルギー産業の動向と先行研究の調査、（2）
イノベーション創出への取り組み（インプット）と成果（アウトプット）の再検討を通じた、環
境要因も含めた定量データと定性情報を取り入れることが可能な経営効率性評価手法の提案、
（3）企業データの構築と応用実証分析の実施、という一連の方法に沿って分析を実施した。 
具体的には、国内外の代表的な電力企業およびガス企業の経営動向と規制緩和の影響動向、研
究開発（R&D）投資と特許の取得、その他イノベーション創出に関する様々な取り組みと成果、
環境問題への対応について、政府等の公開資料や各種データベース、先行研究の机上調査を通じ
て把握し体系的に整理した。また従来の DEA モデルの類型化によって、投入要素指向と生産物指
向の両方の特徴を合わせもった中間モデルを本研究の実装モデルとして検討し、複数期間分析
へと拡張することで、イノベーション創出の影響を分析する一連の手法を提案した。特に国内外
の大手エネルギー企業の経営情報など定量データの収集・整理に加え、イノベーション創出に関
する組織的取り組みや成果に関する定性情報を、多変量解析やテキストマイニングを用いて多
様に解析し指標化する方法を考案することで、本研究の独自のデータベースを構築した。 
 
４．研究成果 
電力・ガス自由化以降の国内外大手エネルギー企業を対象に、イノベーション創出活動や環境
への取り組みと成果を再定義することで、新たな生産要素を考慮した生産効率性評価手法を提
案し、実証分析を行った。大手エネルギー企業が収益性の改善や競争力強化のために実施する
R&D 投資や特許の取得に加え、合併と買収（M&A）を通じた新エネルギー技術、環境技術、デジタ
ル技術等の獲得によるイノベーション創出活動を踏まえ、それらを効率性計測手法に取り入れ
る具体的方法について考案するとともに、その影響分析を行った。 
2010 年から 2020 年までの世界の大規模電気事業者 31 社のパネルデータを用いた分析では、
イノベーションの創出を M&A 取引動向から観察し、生産効率性との関係を分析した。第 1段階で
は DEA 中間モデルによって生産効率性を計測し、第 2 段階ではパネルデータトービットモデル
の推定によって M&A や地域的差異および時間的変化が生産効率性に及ぼす影響を分析した。分
析結果から、生産効率性は地域間で有意な差異が見られるものの、時間的な変化には差異が見ら
れず、また M&A の増加が生産効率性の向上に必ずしも結びついていないことが示された。 
分析手法の開発については、OECD 諸国のエネルギー部門のパネルデータを用いて、複数年の
データをシフトさせながら効率性フロンティアを逐次形成し、効率性の時間変化と技術進歩を
捕捉する、環境要因を取り入れた DEA 中間モデルを提案した。 



生産効率性分析にテキスト分析や多変量解析を組み合わせて用いる試みについては、2つの方
法によって研究を実施した。1つ目は、日本の上場企業を対象に、企業が環境関連の国際イニシ
アチブに参加する要因を検討したものである。企業のイニシアチブ参加を環境行動への動機付
けとして概念化し定量化する方法を提案することで、主要要素を抽出し効率性への影響を検証
した。2 つ目は、企業の年次報告書や統合報告書、経営方針を記した投資家向け公開資料、CSR
や環境への取り組み度合いや環境関連国際イニシアチブへの参加状況などの定量データおよび
定性情報を用いるものである。それらにテキスト分析や多変量解析を適用して主要要素を抽出・
整理し可視化する方法を開発・提案し、環境要因や企業の戦略要因を含む指標と生産効率性の関
係を、時間変化と事業者間差異の双方から評価する実証分析を行うことで、当該手法の有用性を
示した。これら一連の研究は、生産効率性評価のために用いることが可能な新たな変数を探索す
る道筋を示しており、今後の研究における発展領域を確認することができた。 
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